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研究要旨 

MSM を対象にしたインターネット調査によれば、MSM が思春期を迎える学齢期に学校教育の場に

おいて性的指向をはじめとするセクシュアリティ教育や男性同性間における HIV 予防教育はほとんど

実施されていないこと、性的指向の自覚やいじめ被害、自殺を考えたことなどメンタルヘルスと関連が

あるライフイベントが集中して発生していることが明らかになっている。また、HIV陽性者と陰性者を

比較した分析によれば、陽性者におけるいじめ被害割合が高率であることも再現性のある結果として示

されている。これらの研究知見から導き出される一つの推察は、学校での生きづらさや性的指向への無

理解や誤解、差別や偏見などに起因・関連した抑うつや孤独感、低い自尊心によるメンタルヘルスの不

調があり、一連の不調が HIV 感染予防行動の阻害要因となっているということであろう。よって、成

人後の MSM のみを予防対策の対象とするのではなく、男性同性間の HIV 感染予防対策をルートコー

ズ的に解決するためには、学校教育が担う役割と責任は大きいと考えられる。そのためには、セクシュ

アリティに関して教員自身が正しく理解すると共に、当該児童・生徒に対して適切に支援・援助するこ

とが不可欠である。本研究では 3年間を通じて教員の意識調査・教職員研修・自治体連携を行った。 

 教員調査は 6自治体から 5,979部の有効回答を得た。主な結果として、全体の 62.8～73.0％が学校教

育で同性愛や性同一性障害について教える必要性を認識している一方、実際に授業で取り扱った経験は

13.7％であった。また、教職員を対象にしたワークショップ型研修には研究 2～3 年目に 9 回（参加者

348人）実施し、セクシュアリティ理解と支援・援助スキル習得の一助とした。 

 

Ａ. 研究目的 

わが国の HIV/AIDS 対策における喫緊の課題

であるMSMの対策や当該集団の若年時からの予

防的保健行動の促進に寄与するためには、セクシ

ュアルマイノリティを取り囲む学校環境の変容

が必要であると考えられる。MSM が思春期を迎

える時期に、学校教育現場においてセクシュアリ

ティに関する情報提供や男性同性間における

HIV感染予防教育がほとんどないこと、性的指向

の気付きや自殺を考えたこと、男性との初交経験

など様々なライフイベントが集中して発生して

いることが研究代表者らのこれまでの研究によ

って再現性のある調査結果として示されている。

男性同性間のHIV感染予防を推進するためには、

学齢期初期からの適切な教育環境が必要であり、

HIV 感染リスク行動の背景に関連する要因の発

生防止とその対策のために、教育現場が担う役割

は大きい。MSMに配慮した HIV予防教育の推進

やセクシュアルマイノリティに関する適切な情

報提供と支援を担うことが出来るよう、その環境
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整備に資するために、教育現場への働きかけを行

った。 

 

Ｂ. 研究方法 

【1年目】教育現場における MSMを含むセクシ

ュアルマイノリティ理解と HIV 予防教育の推進

に資するために、教員の性的指向や性同一性障害

に関する意識／認識／対応経験についての実態

を明らかにすることを目的に、東日本 A市、西日

本 B市、西日本 C市、西日本 C県の教員（教諭

と講師を合わせて教員とした）を対象に、教育委

員会および校長会の協力あるいは人権教育に関

する教員の研究会の協力を得て無記名自記式質

問紙調査を実施した。 

【2 年目】教員の性的指向や性同一性障害に関す

る意識／認識／対応経験に加えて、HIV/AIDSに

関する授業時の教示内容や教示に際して感じる

苦手意識等について明らかにすることを目的に、

西日本 D 市および東日本 E 県の教育委員会およ

び教科研究会の協力を得て、無記名自記式質問紙

調査を実施した。また、当該児童・生徒の対応改

善の一助となることを目指し、セクシュアルマイ

ノリティへの理解や受容的な態度の涵養を目的

にした教職員研修を企画・実施した。 

【3年目】研究 1～2年目に実施した教員調査のデ

ータを統合し、再度詳細な分析をした。また、研

究 2年目同様に教職員対象の研修を実施した。さ

らに自治体連携として神奈川県下と横須賀市と

の取り組みを試みた。 

（倫理面への配慮） 

質問紙調査実施にあたっては、宝塚大学看護学

部研究倫理委員会による研究計画の審査・指針に

基づき研究を実施した。 

 

Ｃ. 研究結果 

【1～3年目】1年目の質問紙回収数は 4,293部で

あり有効回収率は 61.7％であった。2年目の質問

紙回収数は1,686部であり有効回収率は58.9％で

あった。3年目にこれらの 6自治体分の回答デー

タを一括し、再分析した（5,979 部）。その結果、

基本属性は、男性 51.0％、女性 48.4％、無回答

0.6％であった。教員の年代は 20代 18％、30 代

18％、40 代 24％、50 代以上は 35％であった。

全体の平均年齢は 43.4歳（SD=11.5）、経験年数

は 20～29年が 27.8%、30年以上が 26.3％である

が、中間の 10～19 年は 16.5%とやや少なく、0

～9年は 27.5%であった。教員としての平均経験

年数は 19.8年（SD=11.9）であった。出身養成機

関は大学が 76.6%を占め、職種は教員が 79.4%、

養護教諭が 10.8％であった。 

主な結果は以下の通りである。 

 

LGBTについて授業で取り扱う必要性 

教育現場における健康教育情報の取り扱いの

必要性について尋ねた。同性愛について教えるこ

との必要性の認識は全体の 62.8％であり、性同一

性障害については 73.0％であった。一方、

HIV/AIDS は 94.3%、性感染症は 93.6％であり、

その認識割合に大きな違いがあった。 

 

同性愛や性同一性障害について授業で取り扱っ

た経験 

「同性愛」「性同一性障害」については、授業

中に取り扱った経験は、全体で 13.7％であり、必

要性の認識に対して低率であった。授業で取り扱

ったことがない理由としては、「教える必要性を

感じる機会がなかった」42.3％、「同性愛や性同

一性障害についてよく知らない」26.1％、「教科

書に書かれていない」19.1％、「教えたいと思う

が教えにくい」19.1％、「学習指導要領に書かれ

ていない」15.2％と続いた。 

 

LGBTの子どもとの関わり経験 

生徒との関わり経験について尋ねたところ、

「妊娠」34.2％、「性被害」32.1％、「性感染症」

17.0％であったのに対し、「同性愛」7.5％、「性同

一性障害」11.9％であった。セクシュアルマイノ

リティの児童・生徒は可視化されることが比較的

困難であると考えられており、一般に考えられて

いる通り、不可視な存在としての現状が反映され
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た結果と言える。 

 

同性愛と性同一性障害についての認識 

全体の 5.7％は「同性愛は精神的な病気のひと

つだと思う」と捉え、25.0％は「わからない」と

回答しており、性的指向に関する正しい知識が浸

透していないことがわかった。全体の 38.6％は

「同性愛になるか異性愛になるか、本人の希望に

よって選択できる」と考え、32.8％は「わからな

い」と回答した。セクシュアルマイノリティの児

童・生徒に対応する際に最低限備えておくべき最

も基礎的な知識さえ、圧倒的に欠如している現状

であった。 

 

同性愛と性同一性障害に関する社会的理解につ

いての認識 

全体の 69.1％は「世の中の多くの人は、同性愛

に対して偏見を持っていると思う」と認識し、性

同一性障害においては 59.3％が同様に捉えてい

た。また、25.5％は「正直な気持ちとして、同性

愛のことは理解出来ない気がする」、15.2％は「正

直な気持ちとして、性同一性障害のことは理解出

来ない気がする」と回答した。実際の社会生活に

関係する内容としては、32.3％が「自分の上司が

同性愛者だとわかったら、抵抗を感じると思う」

と答えた。 

 

性教育や健康教育内容の学び経験 

出身養成機関において「同性愛」「性同一性障害」

について指導法や対応策に関して学んだ経験割

合は、「同性愛」7.5％、「性同一性障害」8.1％と

低率であった。一方、「いじめ」31.3％、「不登校」

29.4％、「自傷行為」19.4％であり、セクシュアル

マイノリティに関する学びの機会が不足してい

ることが示唆された。教員になってからの研修

（民間・公的機関の両方を含む）では「不登校」

71.0％、「いじめ」68.9％、「薬物乱用」63.0％で

ある一方、「同性愛」22.5％、「性同一性障害」26.2％

であり、セクシュアリティに関する学び経験割合

は概して低かった。 

 

調査結果の還元 

研究 3年目に教員調査集計結果のフィードバッ

クを主たる目的に、結果の概要をまとめたリーフ

レットと性の多様性を理解するための啓発ポス

ターを開発・制作した。リーフレットは 1万 5千

部制作し、調査協力自治体を中心に配布した。こ

のリーフレットは教員研修の講義資料としても

活用されている。啓発ポスターはNPO法人 SHIP

と連携のもと制作し、神奈川県下の学校や公共施

設を中心に 950部掲出した。 

 

教職員研修 

2～3 年目に実施した教職員研修は講話型とセ

クシュアルマイノリティ当事者がファシリテー

タを務めるワークショップ型の 2形態で実施した。

講話型研修は調査協力自治体・教科研究会等を通

じて周知・開催した。ワークショップ型研修は

NPO 法人 SHIP と共同で研修プログラムを開発

し、神奈川県内の県立高校の教職員を対象に、人

権研修の一環として実施した。本稿ではワークシ

ョップ型研修の結果のみ報告する。研究 2年目に

4回、3年目に 5回の研修を実施し、総計 348人

の参加を得た（1年目 195人、2年目 153人）。 

 

自治体連携 

自治体との連携においては、研究班と NPO 法

人 SHIPとの協力により、神奈川県性的マイノリ

ティ人権・教育推進連絡会議を組織し、研究 2年

目と 3年目に 1度ずつ神奈川県下の自治体担当者

と共に意見交換をした（1年目 6自治体、2年目 5

自治体）。また、横須賀市では研究班等の働きか

けにより「性的マイノリティ関係課長会議」が設

置され、人権男女共同参画課長、児童相談所長、

こども育成部・こども青少年支援課長、保健所健

康づくり課長、教育委員会生涯学習課長、教育指

導課長、支援教育課長と研究者が、実施可能な支

援策について意見交換・検討を行った。 

 

Ｄ. 考察  
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【1～3年目】3年間の研究期間中に 6自治体の教

育委員会や教科研究会の協力を得て 5,979人の教

員が認識・経験するセクシュアルマイノリティに

対する意識や対応経験などの実態を明らかにす

ることが出来た。自治体や教育委員会・教科研究

会と協力関係を樹立したうえで、教員を対象にし

たセクシュアルマイノリティに関する調査研究

は初めての試みであり、筆者の知る限り類似の研

究は国内にこれまでにない。一般に、性同一性障

害に対しての日本社会の受け容れは以前より進

んでいるように思われ、教育現場においてもその

取り組みがされるようになってきている。それら

を反映してか、研修を実施した自治体においても

性同一性障害の児童・生徒への対応方法について

関心を持たれることが多かったように思う。それ

に比して性的指向についての理解や取り組みは

概して遅れており、その実態は教員調査の結果に

も表れていた。 

自治体や教科研究会との継続した関係性を今

後も保ちながら、セクシュアルマイノリティ支援

や人権教育といった視点により MSM における

HIV予防対策を推進していくことが、現在の学校

教育環境で現実的に実施可能な取り組み方法で

あろう。 

一方、研究開始にあたっていくつかの自治体と

交渉を重ねたが、多くの場合研究課題それ自体に

難色を示され、その難色そのものがMSMに対す

る社会的反応であるとも解釈可能であり、当該研

究の取り組みの必要性を示す根拠であると考え

られた。 

 

Ｅ. 結論 

MSMにおけるHIV感染予防の推進を図るため、

リスク行動の背景要因の根幹に関わると考えら

れる生育歴や、それに大きく関与する学校現場の

変容を視野に入れた取り組みを行った。教育現場

への働きかけは 10代のMSMのHIV予防行動に

即効性がある対策になることもあれば、彼らの成

人後に HIV 感染リスク行動を軽減させ、予防的

保健行動の実践に影響を与えることもあると考

えられる。本研究は学校教育現場への働きかけを

行い、一定の成果を得ることが出来たと考えられ

る。 
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